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　本日、東京地方裁判所１９部、３６部、１１部は、都内の教職員計３０名が申し立てた服務事故再発防止研修命令執行停止申立てに対して、計６件の決定をした。
　各決定の主文はいずれも却下であり、これについては承服しがたく、抗告を考慮中である。　しかしその理由中の判断において、各裁判所は、本件研修命令の相当性、必要性について疑問を呈しており、申立人の主張に理解を示すものとなっている。
　いずれの決定も、本件研修命令について、合憲適法とするものではない。
　本件研修執行停止申立ては昨年に続くものであるところ、昨年７月２３日の地裁民事１９部決定は、研修内容が教員らの内心の自由に踏み込むものとなれば違憲違法のおそれあるものの、その時点ではいかなる研修が行われるか未だ定かでなく、執行停止の必要性は認められないとして却下した。
　本年の執行停止申立ては、昨年現実に施行された「基本研修」「専門研修」の内容を前提として執行停止の必要性を主張するものであるところ、各決定は、いずれも未だ研修内容不明確とし、とりわけ専門研修については、未だ具体的な発令すらないとして必要性の疎明を不十分とした。
　その判断について不満は残るとしても、各決定とも、研修内容によっては、特に専門研修については違憲違法かつ執行停止要件充足性ありとの示唆があったと理解される。
　例えば、地裁１９部決定は、「本件研修が、単に職務命令に違反した教職員に対し、その再発防止を目的として指導を行うというにとどまらず､研修の意義、目的、内官等を理解し、職務命令に従う義務があること自体は認めつつ、自己の思想、信条に反することはできないと表明する者に対して、なおも職務命令や研修自体について、その見解を表明させ、自己の非を認めさせようとするなど、その内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであるならば、これは、教職員の水準の維持向上のために実施される研修の本質を逸脱するものとして、教職員の権利を不当に侵害するものと判断される余地はある｡」と判示し、行きすぎた研修に歯止めをかける内容となっている。
　したがって、抗告の是非については慎重に考慮中であるが、具体的な専門研修命令の発令あれば再度の執行停止申立てをすることになろう。ことに、今年４月に改正行政事件訴訟法が施行され執行停止の要件が緩和されたことを十分に活用の所存である。
　昨年の決定に引き続き、本年の各決定のいずれも、処分や研修命令の、妥当性必要性について、都教委に反省を遣るものとなっていることを指摘する。

